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抄録
現在，世界各地で「国連持続可能な開発目標（Sustainable Development Goals; 以下SDGs）」の達成

に向かって進んでいる．本稿では，保健医療システムの一要素である保健医療人材に着目し，SDGs
達成に向けた貢献の一つとして，国立保健医療科学院にて実施している国内外の保健医療従事者を対
象にした研修を紹介する．国際研修として，JICAとの共同研修である「保健衛生管理研修」「保健衛
生政策向上研修」では，主にUniversal Health Coverage（UHC）「すべての人が，経済的負担が強いら
れることなく，安全で，効果的であり，質が高く，支払い可能なヘルスケアサービス，治療薬，ワク
チンにアクセスできる」の達成には欠かせない保健システムや保健政策について，世界約10か国から
様々な人材が集まり，研修を開講している．WHO西太平洋事務局（Western Pacific Region, WPRO）と
の共同研修では，「生活習慣病対策」「医療の質・患者安全推進」のテーマで， WHOWPRO管内の国々
から担当官が参加し， 3 ～ 4 日間のワークショップを開催する．国内研修として紹介した 2 つの研修
（エイズ対策研修，児童虐待防止研修）は，ともにSDGsの目標に掲げられ，日本もその対策を推し
進めるべきトピックとなっている．特に児童虐待については，国連より日本の早急な対応を求められ
ているテーマである．本稿で紹介したすべての研修において，基本的な知識を学ぶ講義に加えて，具
体的に現場で，どのような政策やしくみが適応されるべきか，自分たちは何ができるのか．という点
を研修参加者同士で考えるという参加型の研修が実施されている．

グローバルな視点，ローカルな視点の両方をもちあわせ人材育成に従事できる強みをもつ国立保健
医療科学院であるが，今後も，その強みを生かしながら，また常に時代が変わり，求められるものが
変化することを意識し，SDGs達成に向けた人材育成をすすめたい．

キーワード：持続可能な開発目標，保健医療人材，人材育成，保健システム
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I．はじめに

現在，世界各地で「国連持続可能な開発目標（Sustain-
able Development Goals; 以下SDGs）」の達成に向かって
進んでいる[1,2]．健康課題に関する目標は，SDGsター
ゲット 3 「すべての人に健康と福祉を」であるが，健康
課題に関連した課題は，ターゲット 3 のみへの対応で
は解決が難しく，国際保健機関（World Health Organiza-
tion; 以下WHO）においても，他分野と密接にかかわる
健康と意識し，目標達成に向けて活動を進めている[3]．

SDGsの目標達成に向けて，人々の健康を守り，維持
し向上させるためには，それらを支える効果的で質の高

い保健医療システムが必須である．効果的で質の高い保
健医療システムは，主にターゲット 3 の中で指標とされ
ているUniversal Health Coverage（以下，UHC）の達成「す
べての人が，経済的負担が強いられることなく，安全で，
効果的であり，質が高く，支払い可能なヘルスケアサー
ビス，治療薬，ワクチンにアクセスできる」を支える要
となっている[4]．本稿では，保健医療システムの一要
素である保健医療人材に着目し，SDGs達成に向けた貢
献の一つとして，国立保健医療科学院にてSDGsと関連
した内容をテーマとして実施している国内外の保健医療
従事者を対象にした研修を紹介する．

Abstract
Currently, we are making progress toward achieving the UN Sustainable Development Goals (SDGs) 

around the world. In this paper, we focus on human resources for health, which is an element of health sys-
tems, and we introduce the training courses conducted by the National Institute of Public Health (NIPH) 
for health personnel in Japan and abroad. In the joint training with JICA and NIPH, two training courses, 
“Health Systems Management” and “Health Policy Improvement,” are conducted for participants from about 
10 countries around the world to achieve Universal Health Coverage (UHC), defined as access to safe, ef-
fective, quality and affordable essential health-care services, medicines and vaccines for all with financial 
risk protection. In joint training with the WHO Western Pacific Region (WPRO) and NIPH, we have two 
workshops, “Measures on Non-communicable Diseases” and “Promotion of Medical Quality and Patient 
Safety.” The two training courses introduced for domestic health personnel , AIDS countermeasures train-
ing and child-abuse prevention training, cover topics of the SDGs, and Japan is expected to promote these 
measures. Specially, it was pointed out by the UN that Japan needs to deal with prevention of child-abuse 
immediately. All training courses introduced in this paper provides participatory and mutual learning ses-
sions that allow participants to learn what policies and mechanisms should be applied in the field and what 
we can do from their experiences. The National Institute of Public Health has the strengths to engage in 
human resource development from both a global perspective and a local perspective.

We will continue to contribute to human resource development by leveraging our strengths in line with 
changing social needs to achieve the SDGs

keywords:  Sustainable Development Goals, human resource for health, human resource development, health 
systems

(accepted for publication, 11th November 2019)

表 1　国立保健医療科学院において開催されている国際研修
協力機関 研修（ワークショップ）タイトル 2018年度（平成30年度）開講期間（実研修日数）

JICA *

保健衛生管理研修 2018年 6 月25日～ 7 月20日（19日間）
保健衛生政策向上研修 2019年 1 月21日～ 2 月 1 日（10日間）
ユニバーサル・ヘルス・カバレッジ達成のための医療保障制
度強化研修 2018年12月 3 日～12月14日（10日間）

WHO WPRO **

生活習慣病対策のためのワークショップ
（Regional Workshop on Strengthening Leadership and Advocacy 
for the Prevention and Control of Noncommunicable Diseases 
(LeAd-NCD)）

2019年 3 月12日～ 3 月15日（ 4 日間）

医療の質・患者安全を推進のためのワークショップ（Acceler-
ating Healthcare quality and safety improvement in transitional 
economy memmber states  -Collaborative Workshop-)

2019年 3 月26日～ 3 月28日（ 3 日間）

* Japan International Cooperation Agency
** World Health Organization, Western Pacific Region
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II．国外の人材を対象にした国際研修

 1  ．国際協力機構（Japan International Cooperation 
Agency; 以下JICA）との共同研修
本院では，表 1 上段の通り，JICAと協力体制のもと，「保

健衛生管理研修」「保健衛生政策向上研修」「ユニバーサ
ル・ヘルス・カバレッジ達成のための医療保障制度強化
研修」の 3 研修を実施している．なお，ユニバーサル・
ヘルス・カバレッジ達成のための医療保障制度強化研修
の詳細については，後号にて掲載予定のため，本稿の報
告は割愛する．本稿で紹介する「保健衛生管理研修」「保
健衛生政策向上研修」の 2 コースの目的，対象者などを
表 2 に示す．表のとおり，本院研修の強みを生かし行政
管理や政策策定を研修の中心に置き，研修を実施してい
る．

一つ目に，「保健衛生管理研修」は，中堅行政官（保
健医療部門の管理者準備期もしくは管理者初期）を対象
にコースを開催している．時代の流れにより研修名や若
干の内容変更はあるものの，本院の前身である国立公
衆衛生院時代の1990年より継続されている研修である．
2018年度は，10か国10名が参加した[5, 6]．現在は，保健
医療システムの構成要素の中でも，ガバナンスとリー
ダーシップに焦点をあて，保健医療を取り巻く環境を俯
瞰し，保健医療システムの強化を実践できる人材育成を
行っている．日本の保健医療システムの理解を深めるた
めに，医療制度や公衆衛生行政のしくみ，それらの歴史
の講義をはじめとし，病院，保健所，保健センターなど
を実際に訪問し，そこでの実践について視察し，日本の
システムについて，現場の実践から制度を理解できるよ
うにしている．また，ガバナンスやリーダーシップにつ

いては，ヘルスガバナンスの考え方，我が国における国
や地方自治体の保健医療部門のリーダーからの講義およ
び意見交換をし，リーダシップとは何かを学ぶ．最終的
には，問題解決技法を用いながら，参加者自身の現場に
おいて，保健医療システムの強化のために，具体的に実
践できることを発表し，研修のまとめとしている．

二つ目に，「保健衛生政策向上研修」であるが，この
研修は，上級行政官（国の保健医療部門のトップマネー
ジャー）を対象とし，研修を開催している．2018年度
は， 7 か国11名が参加した[5,7]．日本の保健医療にかか
わる政策（社会保障制度の発展や母子保健の改善）の歴
史から，どのような時代背景でどのような政策策定がさ
れ，国民の健康の向上に寄与したかの理解を深め，現在
の日本の保健医療の課題（保険制度，医療安全など）に
ついて講義と病院視察から学ぶ．最後に，グループで各
テーマ（2018年度のテーマは，保険制度，人材育成，医
療安全）についての研修での学びをまとめ，研修の修了
となる．

上記 2 つの研修ともに，日本の政策や制度，またそ
の実践を学ぶことで，自国の政策や制度，また現場で
の実践を新しい視点で考えることができる機会となっ
ており，例年，参加者から高い評価を受けている．な
お，上記 2 つの研修，次項のWHO西太平洋事務局（WHO 
Western Pacific Regional Office;以下WPRO）との共同ワー
クショップ，その他単日の研修受け入れなどに関する各
研修の報告は，本院のホームページ（https://www.niph.
go.jp/international/training/）に掲載されている．

 2 ．WPROとの共同ワークショップ
表 1 下段の通り，WPROと本院は，「生活習慣病対策」

表 2　JICA * との共同研修の概要
研修名 保健衛生管理研修 保健衛生政策向上研修

研修日数（2018年度） 19日間 10日間

研修目的
質が高く、公平な保健医療サービスを提供するため
に、保健医療システム強化への従事者のマネジメン
ト能力の向上

保健医療政策開発における日本の経験の理解と保健
医療政策策定において新しい視点の獲得の促進

単元目標

① 日本の現在の保健医療制度と政策、およびその歴
史を理解する

② 保健医療システムのマネジメントのための理論お
よび実用的な方法について共有し、説明できる

③ 公衆衛生行政・保健医療行政の管理者に必要な
リーダーシップを強化する

① UHCの達成を含め、日本の過去および現在の健
康政策を説明できる

② 参加者の自国の健康問題と政策について発表
し、参加者間で共有する

③ 保健医療財政の特徴を説明できる
④ 保健医療人材開発および保健医療の質の管理に関

する問題について学び、自国の環境に適用する
⑤ 研修で得た内容を通して、最終発表物を完成させ

る

研修対象者 中堅行政官（公衆衛生行政・保健医療行政に少なく
とも 5 年の経験）

上級行政官（公衆衛生行政・保健医療行政に少なく
とも 5 年の経験）

2018年度（平成30年度）
研修参加人数 10名 11名

2018年度（平成30年度）
研修参加国

アフガニスタン，バングラデシュ，ブルンジ，ガー
ナ，ケニア，リベリア，ナイジェリア，ウガンダ，
ウズベキスタン，ジンバブエ

アフガニスタン，ガーナ，イラク，ラオス，タンザ
ニア，ザンビア，ウズベキスタン

*  Japan International Cooperation Agency
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「医療の質・患者安全の推進」の 2 つのワークショップ
を共同で開催をしている．両ワークショップともに，対
象はWPRO加盟国のアジア・太平洋地域の国々である
（表 3 ）．上記 2 テーマは，WPRO加盟国内で大きな課
題となっており，日本の経験の発信も含め，隣国である
参加国間の情報交換や意見交換が，ワークショップを意
義あるものとしている．

「生活習慣病対策」ワークショップは，2005年より
WPROとの共同で開催をしている．2013年より「Leader-
ship and Advocacy for the Prevention and Control of Non-
communicable Diseases（LeAD-NCD）」と，生活習慣病
対策を推し進めるためのリーダーシップに焦点をあて
ワークショップを実施している[5,8]．その中でも，毎年，
「運動」「栄養」「法的規制」などのサブテーマを設定し，
各国の進捗状況の発表から始まり，関係者分析，具体的
な実践案のアイデアの発掘など，参加型のグループワー
クの形で進めている．また，日本での開催ということも
あり，日本での生活習慣病予防対策の視察も含まれ，中
学校での学校給食の見学・体験，自治体で実施されてい
る体操教室の見学・体験などが過去のプログラムに含ま
れている．生活習慣病対策ワークショップということで，
開催中に意識的に体を動かす時間（体操やウォーキング
など）を作り，参加者自身にも健康的な生活習慣とは何
かを体感できるようにするなど，プログラムの工夫をし
ている[9-11]．

「医療の質・患者安全の推進」ワークショップは，
2014年より開催をされている．病院長や副院長，行政官
で病院を管理する立場の者が主な研修参加者である．病
院管理の視点から，具体的に院内の事故防止，薬剤管理，
院内感染，薬剤耐性，衛生管理をどのように実施するの
かを学び，自身の病院でのアクションプランを作成する
[12]．2018年度は，PDCAサイクルを取り入れ， 3 回のワー
クショップを開催し（うち 2 回は日本国外），先のワー
クショップでアクションプランを作成し，日本で開催さ
れた 3 回目のワークショップでは，その進捗はどうか，
課題点は何だったかを各国参加者自身がレビューを発表，
共有した[13]．

III．日本における人材を対象にした国内研修

SDGsに貢献する保健医療人材の育成を広義の視点に
とらえれば，本院の人材育成は人々の健康を支える人た
ちの育成である．そのため，すべての研修がSDGsへの
貢献につながりうるが，本稿では，SDGｓに具体的に目
標が提示されている以下の 2 点に関連した研修を紹介す
る．

なお，日本におけるSDGs進捗状況の把握について
は，日本で入手可能な指標によるモニタリングを「Japan 
SDGs Action Platform」というホームページにて，提示
している[14]．

 1 ．エイズ対策研修
SDGsにおいて，HIV/エイズは，目標3.3のエイズ・結

核・マラリア・顧みられない熱帯病の根絶を目指し，新
規感染者を指標にモニタリングがされている．日本の
HIV/エイズの動向は，エイズ動向委員会が毎年発生動向
年報を発表しているが，今年発表された平成30（2018）
年の年報では，HIV感染者の年間新規報告数は2008年が
ピーク，AIDS患者の年間新規報告数は2013年をピーク
で，その後，ともに横ばいからやや減少傾向となってい
るとの報告であった[15]．

本研修の研修日数は 4 日間であり，主に保健所におい
てHIV/エイズ対策（HIVスクリーニング検査など）を担
当するもの（医師，保健師，臨床検査技師など）が対象
となる．発生届が多い地域から少ない地域まで，管轄し
ている地域の状況が全く異なるところから，毎年60名程
度参加している．今年の発生動向では，感染経路として
は同性間性的接触が半数以上であるが，外国国籍の男性
の感染が増加していることや，エイズと診断されて初め
てHIV感染とわかるケースの報告数が，地方都市で増え，
東京や大阪などの大都市以外でのHIV/エイズが増えて
いることが報告されている．本研修では，そのような発
生動向の報告をもとに，保健所のHIV検査の場で，保健
医療従事者が出会う男性間性的接触者や外国国籍の人た
ち当事者の理解が促進するようなプログラムとしている
[16]．また，HIV/エイズ対策を考える際には性的指向に

表 3　WHO WPRO * との共同開催のワークショップ

ワークショップ名
生活習慣病対策のためのワークショップ
（Regional Workshop on Strengthening Leadership 
and Advocacy for the Prevention and Control of Non-
communicable Diseases (LeAd-NCD)）

医療の質・患者安全を推進のためのワークショッ
プ（Accelerating Healthcare quality and safety im-
provement in transitional economy memmber states  
-Collaborative Workshop-)

研修日数（2018年度）  4 日間  3 日間

研修目的 参加国の生活習慣病対策の推進に資する人材の育
成

参加国の医療の質・患者安全の向上を推進する人
材の育成

2018年度（平成30年度）
研修参加人数 21名 20名

2018年度（平成30年度）
研修参加国

カンボジア，フィジー，フィリピン，日本，韓国，
ミクロネシア連邦，ソロモン諸島，トンガ，ベト
ナム

カンボジア，中 国 ，ラオス，モンゴル、ベトナム

*  World Health Organization, Western Pacific Region
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ついての理解が必須であるため，性的マイノリティ，特
にそのことに気づき始める思春期に必要な支援について
も学ぶ．グループワークは，地域間で状況が異なること
を考慮し，近隣の自治体からの参加者でグループを構成
するなど，できるだけ同じ悩みを共有でき，現場に戻っ
た際に活用できるネットワークにつながるような工夫を
している．なお，本院のエイズ対策受講と現場でのエイ
ズ対策についての関連については別論文[17]で報告して
いる．
 2 ．児童虐待防止研修

昨今，児童虐待のニュースを聞かない日がないという
ほどに，重大な児童虐待による死亡の報告が続いており，
児童虐待防止については，社会的な関心も高い．ここ数
年間，「心中以外の虐待死」は50人前後で推移している
（心中による虐待死も含むと全体で60人～80人で推移）
[18]．この値は児童虐待の氷山の一角で，児童虐待相談
対応件数は右肩上がりであり，平成30（2018）年度の児
童相談所における児童虐待相談対応件数は，約160,000
件まで増加している[19]．日本小児科学会が2016年に実
施した小児死亡検証のパイロット研究結果によると，毎
年350事例（国の発表例の約 4 倍）が虐待死の可能性が
あり，積極的な検証を考慮すべき事例であった[20]．また，
2019年 2 月には国連人権専門委員会より，日本に早急に
児童虐待に対応を求める声明がだされた[21,22]．SDGs
では，目標16.2で「子供に対する虐待，搾取，取引及び
あらゆる形態の暴力及び拷問を撲滅する」が掲げられて
おり，日本の児童虐待の増加は日本のSDGsの達成に向
けて後退しており，早急な対応が必要な課題の一つであ
る．

本院の児童虐待防止研修では，公衆衛生の視点で児童
虐待予防に貢献しうる内容で研修を組み立て， 4 日間で
開講をしている．研修参加者の主な職種は保健師であり，
保健分野で母子保健事業に従事するもの，家庭児童相談
室で子育てに課題のある（ハイリスク）家庭に対応する
もの，児童相談所に勤務するものなど，それぞれである．
周産期の母親のメンタルヘルス，子どもと母親のアタッ
チメント障害，ハイリスクと認められた母親とのコミュ
ニケーションや対応，児童虐待防止対策には必須の多職
種多機関連携などについて，講義やグループディスカッ
ション，グループワークを通じて知識の学びだけではな
く，今後，自身が専門職でどのように行動するべきかを
考える[23]．

また2020年は，新たな試みとして，本院で別に開講さ
れている福祉職を対象とした「児童相談所研修」と同時
期開催として，いくつかの講義やワークを一緒に実施す
る予定である．これは上述した通りに，多職種多機関の
連携なくしては，児童虐待を予防することは不可能であ
り，全国でも保健職と福祉職が一緒に学べる機会も少な
いために，新たな試みとして企画した．

IV．終わりに

本稿では，SDGs達成のために，人材育成に焦点をあて，
本院が実施する研修内容を紹介した．SDGsは，貧困国
や低所得国のみが達成をすればよい開発目標ではない．
日本でも自国の課題を認識し，改善し，目標達成するた
めの行動が重要となる．課題改善の貢献のために行動で
きる人材育成は，SDGs達成のための要である．本院では，
国際研修から国内研修まで，多様な背景をもち，多様な
地域から参加者が集まり，人材育成がなされている．グ
ローバルな視点，ローカルな視点の両方をもちあわせ人
材育成に従事できる強みをもつ組織である．今後も，そ
の強みを生かしながら，また常に時代が変わり，求めら
れるものが変化することを意識し，SDGs達成に向けた
人材育成をすすめたい．
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